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これまで，人の交通選択行動をモデル化する際には，個人属性や代替案のサービスレベルを用いて分析

されることが多かった．しかしながら，現実には親しい他者の選択行動がなんらかの影響を与えているこ

ともたびたび見受けられる．例えば，同じ職場や学校の仲間といった同じカテゴリーに属している人が選

択している手段を，自己の選択要因の一つにしている場合が挙げられる．しかしながら，従来のモデルで

はこうした職場の情報を，規模（従業員数）や立地等をダミー変数として説明変数に用いることが多かっ

た．そこで本研究では事業所や学校ごとに固有な指標で表せないかと考え，景観分析等で用いられている

フラクタル次元の導入を試みた．そして，分布状態を表す他の指標とフラクタル次元を交通手段選択モデ

ルに導入した場合と比較することでフラクタル次元の導入可能性の検討を行った． 
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1. はじめに 

 

地方都市は都市圏に比べて公共交通網が不十分で

あり，公共交通の利用起点となる駅やバス停から遠

く離れた地域が多く存在している．そのためこのよ

うな地域に居住している人々は，必然的に自家用車

を利用することになる．しかしながら，こうした公

共交通利用不便地域に居住している人々が公共交通

を利用すれば，普段からコミュニケーションを取っ

ている同じ事業所に勤める人々や近隣に住む人々に

大きな影響を与え，公共交通を利用する可能性が増

加するのではないかと考え，著者ら1)は他者の行動

が個人の交通選択行動に与える影響を考慮し，直近

の機関別分担率を一つの情報として説明変数に導入

したモデルを提案した．その結果，地方都市では同

一の事業所，同一ゾーン内における選択が通勤手段

選択行動に影響があたえ，さらにゾーンより事業所

からの影響が強いことが示された．しかしながら，

他者および地理的影響を考える場合，事業所毎の居

住地の分布状態を把握する必要があると思われる． 

そこで本研究では，地域における居住地の分布状

態を表す指標として新たに状態を表すフラクタルの

概念を導入した通勤交通行動モデルを構築する．さ

らに，空間等における点の分布状態を表す指標とし

て，これまで分布交通を計測する際に用いられてい

る情報エントロピーの概念を用いたモデルなども併

せて構築し，比較検討することでフラクタル次元を

用いた通勤交通行動モデルの有意性を検討する． 

 

2.  従来研究と本研究の位置付け 
  

これまでに地方都市における通勤交通に関する研

究は数多くなされてきており，特に交通需要マネジ

メント(TDM)施策に関する研究が多くなされてきて

いる．花岡ら 2)は路線バスの利用者・非利用者の具

体的な通勤行動や意識に着目してバス利用を促す要

因を明らかにしており，西井ら 3)は自動車利用者に

対する公共交通に関する意識調査から公共交通への

転換を図るための政策について示している．しかし，

通勤交通の問題はこのような官主体の政策だけでは

解消することが難しく，企業，事業所の自主的な取

り組みも必要である．瀬尾ら 4)はこうした企業で行

われている TDM 施策を取り上げて通勤時の渋滞緩和

や交通手段転換対策案を示している． 

また，TDM 施策以外の点に着目し，従業地と居住

地の分布構造，すなわち職住分布構造を考慮した研

究もある．下タ村ら 5)は，プリファレンス曲線と呼

ばれる従業地の分布状況を表す集中トリップの累積

比率と居住地における就業者の発生状況を表す発生

トリップの累積比率の関係を用いて通勤交通流動の

特性を指標化した．また桝谷ら 6)は，発生分布指標

集中分布指標を基に，中心業務地区からの距離を用



 

いて職住分布構造を視覚的，計量的に明らかにして

いる． 

 しかしながら通勤交通分析において，職住分布構

造を交通行動モデルに適用した研究がこれまでなさ

れておらず，本研究では，職住分布構造を数値化す

る指標として状態を表すフラクタル次元を用いてモ

デルを行い通勤交通行動モデルに組み込み，この指

標が通勤時の交通手段選択にどのような影響を及ぼ

すかについて検討する． 

このフラクタル次元を用いた研究はこれまでいく

つかの研究がなされてきているが，M.Ohya7)が提唱

した状態のフラクタル次元を用いて兒澤ら 8)が株価

変動の不確実性を状態のフラクタル次元を用いて定

量的に表し，また都市計画の分野では中原 9)や和

栗・前田ら 10)のように都市の構造を分析する指標や，

大野 11)や小川ら 12)のように環境や景観の評価する

指標としてフラクタル次元が用いられている． 

  

3. 情報のフラクタル次元を用いた通勤交通手

段選択モデル 
  

(1)職住分布の状態を用いた通勤交通手段選択モデル 

本研究で構築するモデルは，式(1)に示すような３

肢(自動車，バス，鉄道）選択型のロジットモデル

とした． 
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ここで， inP は個人nが選択肢 iを選ぶ確率， inV は

個人nの選択肢 iによる効用の確定項， kθ はパラメ

ータ， inkX は個人nの選択肢 iの k番目の特性であ

る．本研究では inkX に性別，通勤時間および費用の

みを用いた従来型モデル，著者らが既往研究 1)で用

いた事業所毎の分担率を用いたモデル，情報エント

ロピーを用いたモデル，そして状態のフラクタル次

元を導入したモデルの４つのモデルを構築した． 

 

(2)状態のフラクタル次元について 

状態のフラクタル次元とは，状態のフラクタル性

（自己相似性）を定量化した指標で，次元解析には

いくつかの手法がある．本研究では平面における点

の分布状態を表すことを目的として容量次元解析

（ボックスカウンティング法）を用いて計測した．

これは設定領域の 1 辺の長さが元の長さの 1/2，1/4，

1/8…になるように区切ってゆき，区切られたマス

目のうち，対象点（居住地）を含んでいるマス目の

個数を数え上げるもので，いま，マス目の一辺の長

さを r，対象点を含むマス目の個数を M(r)としたと

き， 

)(log)(log rbrarM            (3) 

       r :誤差項 

なる線形関係を満足する回帰係数 a を求めると，そ

の絶対値が対象空間のフラクタル次元となる．ここ

で，フラクタル次元の値は 0～2 の非整数で表され，

0 に近いほど対象点は 1 点に集中し，1 に近いほど

線的な分布を示し，2 に近いほど対象物は面内に均

一に分布していることを示している． 

本研究ではまず事業所毎に自動車の利用者と公共

交通利用者の居住地をそれぞれ設定領域の地図上に

プロットした．さらにそれぞれの地図ごとにフラク

タル次元を算出し，それぞれの効用関数の説明変数

に導入した． 

 

4. 対象地域の設定とモデルの構築 
 

(1)分析対象地域と使用するデータ 

本研究では，長野県松本市を分析対象地域に選定

した．松本市は長野県中部に位置する人口約24万人

の市で，平成17年に旧梓川村，四賀村，奈川村，安

曇村，平成22年には旧波田町と合併をし，現在長野

県内で最も広い市となっている．  

松本市内の交通の特徴を挙げると，鉄道路線は松

本駅を中心として南北へＪＲ線が延びているほか東

西には松本電鉄上高地線が走っている．また，バス

路線に関して，松本駅を中心として各方面へ放射状

に路線が配置されている．そのほかに，市が西部地

域の交通空白地帯においてコミュニティバスの実証

運行を行っている．一方，道路事情については，主

要道路として市を南北に貫く国道19号があるが，車

線数の少なさから慢性的な渋滞が発生している． 

このような状況のもと，松本市ではノーマイカー

デー推進市民会議が中心となって市民のノーマイカ

ー運動に対する意識を啓発する活動を行っており，

さらに平成 16 年からはヨーロッパカーフリーデー

に参加している．また，同市市役所では平成 22 年

より二酸化炭素排出削減や，公共交通機関利用の意

識を職員から高めていこうという目的として「新し

いエコ通勤」をスローガンとして，職員のマイカー

通勤を日常的に自粛する取り組みを行っている． 

 

 
図-1 対象地域と事業所所在地 



 

 本研究では，平成 22 年に松本市と共同で実施し

た｢松本市通勤交通実態調査｣のデータを使用した．

この調査は図-1 に示した松本市とその周辺にある

66 ヵ所の事業所とその従業員に対してアンケートを

実施したものである．事業所アンケートでは従業員

数，交通費支給制度，通勤方法に対する施策に関す

る取組みなどについて，また従業員に対しては，個

人属性（住所，性別，年齢，自動車免許の有無，自

家用車の有無），職場の住所，職場までの交通手

段･所要時間，職場での駐車場の有無や交通費支給

制度等の項目について調査を行った．アンケートの

総回答数は事業所用アンケート 54，従業員アンケ

ート 3355 であったが，この内，本研究に使用した

データ数は，電車，バス及び自動車と回答した

2552 とした．また，ＯＤ間の移動にかかる費用や時

間等の説明変数については時刻表や路線図，そして

道路地図等を用いた． 

 

(2)モデルの推定  

通勤交通行動モデルの推定結果を表-1に示したが，

本研究では説明変数に事業所別の職住分布の状態を

表す指標としてフラクタル次元を用いたモデル（モ

デル1），情報エントロピーを用いたモデル（モデ

ル2），さらに事業所別の直近の手段分担率(ただし

本研究では直近に大きな変化が生じていないものと

仮定して現在の分担率を用いている)を用いたモデ

ル（モデル3），これらの値を用いていないモデル

（モデル4）の4種類のモデルを構築した． 

モデル1は，車のフラクタル次元を車の効用関数

に，公共交通のフラクタル次元を公共交通（バスお

よび鉄道）の効用関数に組み込むこととした．また

モデル2で用いた情報エントロピーは，事業所毎の

分担率から値を算出し，公共交通（バスおよび鉄

道）の効用関数に組み込み，さらにモデル3におけ

る事業所毎の分担率は，車，バス，鉄道の分担率を

それぞれの効用関数に組み込んむこととした． 

 表-1 を見てみるとパラメータの推定結果について

は推定値の正負に関してすべて妥当な結果が得られ

た．ｔ値を見ても，モデル 2の性別のみ-1.75とやや

低くなったのを除くと，すべてのパラメータが有意

な値を示した．一方モデル全体の適合度を表すρ2

や個人が実際に選んだ交通手段とモデル上で最大選

択確率を持つ交通手段がどれだけ一致しているかを

表した的中率をみると，すべてのモデルにおいて高

い値を示したが，なかでもモデル 1 において最も大

きい値となった．これらのことから，フラクタル次

元を用いて通勤交通行動モデルを構築することは十

分導入する意義があるといえる．また，モデル 1 の

費用と時間のパラメータの比より計測された松本市

の通勤交通の時間価値は約 32.6（円/分）であるこ

とが分かった．さらに，時間・費用とフラクタル次

元の値を比較すると，公共交通のフラクタル次元が

0.1 増加することは，費用を約 200 円下げることや，

所要時間を 6.3 分短縮することに相当することがわ

かる． 

 

(3)モデルの頑健性の検討  

本研究で用いたフラクタル次元は，その性質上対

象地域の大きさが異なるとフラクタル次元の値が微

妙に異なってくる．そのため本章ではモデルの頑健

性を検討するために，対象領域を変更した場合にフ

ラクタル次元がどの程度変化するのか，あるいは交

通手段選択モデルの係数や信頼性にどの程度影響を

及ぼすのか検証を行った． 
表-1 中のモデル 5 は対象領域を 2 倍に拡大した場

合についてフラクタル次元を算出し，それらの値を

用いて交通手段選択モデルを推定した結果である．

対象領域を広げることによってフラクタル次元の値

はほとんどすべて減少しているが，推定結果の係数

の有意性は変わらず，フラクタル次元以外の変数の 

 

表-1 通勤交通手段選択モデルの推定結果 

モデルの種類 
モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 モデル 5 

係数 t値 係数 t値 係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値 

説
明
変
数 

バスダミー -2.15 -2.91 -4.47 -7.19 -3.3 -5.54 -3.49 -5.92 -1.97  -2.66  

鉄道ダミー -2.29 -2.97 -4.54 -6.83 -3.3 -5.33 -3.57 -5.88 -2.09  -2.70  

費用[100円] -0.15 -2.51 -0.14 -2.32 -0.19 -3.36 -0.2 -3.48 -0.14  -2.38  

時間[10分] -0.46 -7.32 -0.47 -7.67 -0.55 -9.71 -0.55 -9.7 -0.46  -7.45  

性別 -0.45 2.05 -0.39 -1.75 -0.61 -2.96 -0.6 -2.93 -0.44  -1.99  

情報エントロピー - - 3.04 11.06 - - - - - - 

事業所毎の分担率 - - - - 0.46 2.14 - - - - 

状態のフラクタル

次元（自動車） 
2.46 5.71 - - - - - - 3.38  5.75  

状態のフラクタル

次元（公共交通） 
2.9 9.9 - - - - - - 3.85  9.85  

ρ2 0.796 0.795 0.762 0.761 0.797  

的中率 94.90% 94.70% 94.60% 94.40% 95.0% 

 



 

係数に大きな変化はなく，さらにモデルの適合度や

的中率に関してもほとんど変化がなかった．これら

のことから，フラクタル次元を用いたモデルの構築

においては，対象領域の設定についてはある程度自

由度があることが認められ，モデルの有用性は変わ

らないことが示された． 

 

5. おわりに 

 

本研究では，状態を表すフラクタル次元を用いて

通勤交通手段選択モデルを構築する方法について論

述し，地方都市における就業者の通勤交通行動分析

を行った．本研究では松本市内及びその周辺市町村

を対象とし事例研究を行ったが，その結果，公共交

通機関の利用状態を表す指標を用いた複数のモデル

を比較すると，ρ2 の値，説明変数のt値，的中率

と全てにおいてフラクタル次元を用いたモデルがも

っと良い値を示し，フラクタル次元を通勤交通モデ

ルに導入することは有意であり，むしろフラクタル

次元を用いることは有効な手段であることがわかっ

た． 

本研究を通してフラクタル次元を通勤交通行動モ

デルに導入することの主な利点は次の2点であるこ

とがわかった．まず事業所ごとの通勤交通行動の特

徴・傾向を表すことができる．さらにサービスレベ

ルの変更や政策の施行そのものの影響により通勤手

段を変更する人の変化だけでなく，政策後の変化ま

でも知ることができる．つまり，同じ事業所の従業

員がある政策により公共交通利用者に転換すること

で自分も鉄道を利用しようとなるといった目に見え

ない影響による通勤交通手段の変化のついても知る

ことができる． 

今後は，自転車の利用者などバス，鉄道，自動車

以外を用いたフラクタル次元を含む通勤交通行動モ

デルの有効性をさらに検討していきたい．また公民

館利用回数などをモデルの説明変数に用いることで，

さらに通勤交通への他者の影響について検討してい

きたい． 
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